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(オ) 外部保存を受託する事業者が保存した情報を分析、解析等を実施してはならない

こと。匿名化された情報であっても同様であること。これらの事項を契約に明記

し、医療機関等において厳守させること。 

(カ) 保存された情報を、外部保存を受託する事業者が独自に提供しないように、医療

機関等は契約書等で情報提供について規定すること。外部保存を受託する事業者

が提供に係るアクセス権を設定する場合は、適切な権限を設定し、情報の漏えい、

異なる患者の情報を見せたり、患者に見せてはいけない情報が見えたり等の誤っ

た閲覧が起こらないようにさせること。 

(キ) 医療機関等において（ア）から（カ）を満たした上で、外部保存を受託する事業

者の選定基準を定めること。尐なくとも以下の 4 点について確認すること。 

（a） 医療情報等の安全管理に係る基本方針・取扱規程等の整備 

（b） 医療情報等の安全管理に係る実施体制の整備 

（c） 実績等に基づく個人データ安全管理に関する信用度 

（d） 財務諸表等に基づく経営の健全性 

 

 

 D．推奨されるガイドライン 

(ア) 「①病院、診療所、医療法人等が適切に管理する場所に保存する場合」の内、医療

法人等が適切に管理する場所に保管する場合、保存を受託した機関全体としてのよ

り一層の自助努力を患者・国民に示す手段として、個人情報保護もしくは情報セキ

ュリティマネジメントの認定制度である、プライバシーマークや ISMS 認定等の第

三者による認定を取得すること。 

(イ) 「②行政機関等が開設したデータセンター等に保存する場合」においては、制度上

の監視や評価等を受けることになるが、更なる評価の一環として、（ア）で述べた第

三者による認定を受けること。 

(ウ) 「②行政機関等が開設したデータセンター等に保存する場合」及び「③医療機関等

が民間事業者等との契約に基づいて確保した安全な場所に保存する場合」では、技

術的な方法としては、例えばトラブル発生時のデータ修復作業等緊急時の対応を除

き、原則として委託する医療機関等のみがデータ内容を閲覧できることを担保する

こと。 

(エ) 外部保存を受託する事業者に保存される個人識別に係る情報の暗号化を行い適切に

管理することや、外部保存を受託する事業者の管理者といえども通常はアクセスで

きない制御機構をもつこと。具体的には、「(a)暗号化を行う」、「(b)情報を分散保管

する」という方法が考えられる。その場合、非常時等の通常とは異なる状況下でア

クセスすることも想定し、アクセスした事実が医療機関等で明示的に識別できる機

構を併せ持つこと。 


